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平成23年10月28日
総 務 部 職 員 課

年 度
定年退職手当額

（円）
定年退職者
数（人）

支給平均額
（円）

市長
退職手当額（円）

副市長(助役)
退職手当額（円）

教育長
退職手当額（円）

11 954,732,900 31 30,797,835 13,510,000 9,900,000 7,650,000

12 1,258,704,445 40 31,467,611
13 983,300,045 32 30,728,126
14 970,124,935 32 30,316,404
15 641,024,060 21 30,524,955 12,159,000 9,405,000 7,267,500
16 659,358,890 23 28,667,778 3,377,500
17 748,721,010 27 27,730,408
18 953,085,760 35 27,231,022
19 961,828,820 35 27,480,823 10,132,500 9,900,000 7,650,000
20 1,184,369,980 44 26,917,500
21 949,178,220 35 27,119,378
22 1,217,511,610 46 26,467,644
23 820,697,940 31 26,474,127 13,510,000 9,900,000 7,650,000

注１ 一般職については、定年退職者のみを記載。

特別職及び一般職の退職手当の支給比較表
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平成22（2010）年

固定資産税・都市計画税 … 第３期分 
国民健康保険税………… 第６期分 
後期高齢者医療保険料… 第６期分 
納期内納付にご協力ください。
便利な口座振替をご利用ください。

市制施行50周年を記念し、本市の名誉市民
である㈱スタジオジブリの宮崎駿氏に、制作し
ていただいた市のイメージキャラクターです。

こきんちゃん

【一般財源】

【経常一般財源】

【形式収支】
　

【経常収支比率】

【実質収支】

【類似団体】

【投資的経費】

【普通会計】

【一般会計】

【地方財政状況調査】

【用　語】
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小金井市 武蔵野市 昭島市 東村山市 国分寺市 多摩市

多摩26市平均 
91.4％

  （96.0%）

多摩類似団体
平均
92.1％

  （95.0%）

［図Ｂ］経常収支比率（多摩類似団体との比較）
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※■の（ ）内は減収補てん債（特例分）および臨時財政対策債を経常一般財源に加えない場合
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歳出決算総額
372億3,157万1千円

（3.9%）
市民１人当たりの額
332,960円

歳出決算総額
372億3,162万4千円

（3.8%）
市民１人当たりの額
332,960円

市税
199億4,065万5千円
51.4%（0.2%）
178,328円 

都支出金
47億368万7千円 
12.1%（12.3%）
 42,065円 

国庫支出金
35億7,391万4千円
9.2%（△36.1%）
  31,961円 

市債
29億7,180万円 
7.7% （13.8%）
  26,577円 

繰越金
28億4,474万6千円
 7.3%（130.9%） 
 25,440円 

使用料および手数料
9億7,471万3千円 
2.5%（△8.5%）
  8,717円 

その他
21億1,829万2千円
 5.5%（12.4%）
 18,944円 

地方交付税
5,961万9千円
 0.2%（1.6%）
 533円 

利子割交付金
1億5,961万7千円 
0.4%（△22.1%）
 1,428円 

地方譲与税
1億8,932万円 
0.5%（△7.9%）
  1,693円

地方特例交付金
2億798万6千円 
0.5%（△1.5%）
 1,860円 

地方消費税交付金
10億6,764万6千円 
2.7%（6.5%）
  9,548円 

歳入歳出決算額
％は、歳入歳出決算総額に対する比率
（）内は、前年度に対する増減率
市民１人当たりの額
人口111,820人（平成22年3月31日現在）

歳入決算総額
388億1,199万５千円

（0.3%）
市民１人当たりの額
347,094円
   　

民生費
120億6,672万9千円
32.4%（9.8%）
 107,912円

土木費
61億698万2千円 
16.4%（△2.6%） 
 54,614円

総務費
67億8,322万8千円 
18.2%（28.5%）
 60,662円 

教育費
36億6,374万2千円 
9.8%（△19.3%）
  32,765円 

衛生費
36億1,268万円 
9.7%（△4.7%） 
 32,308円 

公債費
26億6,013万7千円 
7.2% （△0.8%） 
 23,789円 

消防費
15億5,629万8千円 
4.2%（△1.8%） 
13,918円  

その他
7億8,182万8千円 
2.1%（9.4%） 
 6,992円 

人件費
74億6,948万5千円
20.1%（△5.3%）
66,799円

投資的経費
52億1,702万8千円 
14.0%（△13.2%）
  46,656円 

物件費
57億3,880万4千円 
15.4%（6.5%） 
 51,322円 

扶助費
56億4,043万3千円
15.2%（6.0%）
50,442円 

補助費等
56億9,089万9千円 
15.3%（34.3%） 
 50,893円  

繰出金
34億3,303万6千円
 9.2%（9.2%）
  30,701円 

公債費
26億6,013万7千円
 7.1%（△0.8%）
  23,789円 

その他
13億8,174万9千円 
3.7%（16.7%）  
12,358円

※　このグラフは、国で定めた基準（普通会計）で作
成したため、一般会計決算額とは異なります。

性質別（普通会計）：地方財政状況調査による

〈歳入〉
［図A］  一般会計決算状況

〈歳出〉
目的別

さらなる自律した
行政経営の確立に向けて行政経営の確立に向けて

平成21年度平成21年度
決算の概要決算の概要

持続可能な財政基盤持続可能な財政基盤
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計
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【本文中、電話番号は市外局番042を省略しています】
22・12・1 2

事　業　名
金　額

（単位：千円）
概　　　　要

安全・安心まちづくり対策
に要する経費

5,821
「こがねいし安全・安心あいさつ運動」推進缶
バッチ購入およびパトロール車にＡＥＤ設置

本庁舎壁面緑化に要する経
費

2,701
本庁舎南面壁面に緑のカーテンを設置し、維
持管理を実施

環境対策事務に要する経費 10,438
温室効果ガス排出抑制のため、地域推進計画
（平成22～32年度）を策定

塵
じんかい
芥処理に要する経費 1,180,062

可燃ごみの処理を多摩地域のごみ処理施設等
で処理

ごみ減量啓発に要する経費 31,285

マイバック・雑紙リサイクル袋および分別啓
発チラシの全戸配布を実施、新たに市内事業
者を対象として、生ごみ減量化処理機器購入
費用の一部を補助

道路新設改良に要する経費 1,034,440
JR中央本線高架化後の上り線跡地をまちづく
り側道整備に係る道路用地として取得

都道134号線整備に要する経
費

202,264
都道134号線整備に係る用地取得、街路築造
工事および電線共同溝設置工事等（みちづく
り・まちづくりパートナー事業）を実施

主要地方道15号線整備に要
する経費

338,588
主要地方道15号線整備に係る用地取得等、道
路および電線共同溝詳細設計を実施

自転車対策に要する経費 292,037
JR中央本線高架下に自転車駐車場を整備する
ための調査・分析を実施

都市計画事務に要する経費 657,862
JR中央本線東区間の高架上り線築造工事およ
び高架化切り換え工事を実施

市街地再開発等の事業に要
する経費

220,767
武蔵小金井駅南口第１地区第一種市街地再開
発事業に係る共同施設、区画道路および交通
広場を整備

土地区画整理事業に要する
経費

869,173
仮換地の指定に伴い、補償に伴う建物調査・
移転、整地・道路築造工事および区画整理事
業用地の一部取得を実施

都市計画道路３・４・12号
線整備に要する経費

396,321
都市計画道路３・４・12号線整備に係る用地
取得、街路築造工事および電線共同溝設置工
事等を実施

緑地等の整備に要する経費 44,166 （仮称）中町四丁目緑地用地を取得
都市公園の整備に要する経
費

86,027 小長久保公園の用地を取得

災害対策に要する経費 43,134
中学校（５校）の屋上にヘリサイン整備工事
を実施、業務用無線機（20基）を導入

家具転倒防止器具等取付事
業に要する経費

18,695
全世帯を対象に家具転倒防止器具を支給し、
高齢者世帯等に対しては取り付けを実施

事　業　名
金　額

（単位：千円）
概　　　　要

定額給付金給付に要する経
費

1,686,876
生活支援、景気対策を目的とした定額給付金
給付事業を実施

ふるさと雇用再生事業に要
する経費

7,323
地域の実情に応じて、地域求職者等の継続的
な雇用創出事業を実施

緊急雇用創出事業に要する
経費

42,424
離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年
齢者等の失業者に対して、一時的な雇用・就
業機会の創出事業を実施

東京都緊急雇用創出事業に
要する経費

23,038
厳しい雇用情勢への臨機応急の措置として、
緊急かつ臨時的な雇用・就業機会の創出事業
を実施

農業振興対策に要する経費 7,356
農業祭60周年記念事業の支援のため、小金井
市農業振興連合会へ補助

商工振興に要する経費 90,098

市内商工業の活性化を図るため商工会へ補
助、「産業振興プラン」の推進組織立上げ経
費、市内来訪者を商店街に誘引するための交
通量調査を補助、国の定額給付金の実施時期
に併せたプレミアム付き地域商品券発行事業
を補助

事　業　名
金　額

（単位：千円）
概　　　　要

文化振興に要する経費 19,709
芸術文化振興計画を推進するため、大学等の
研究機関と共同研究を実施

民間非営利団体に要する経
費

1,561
平成19年度策定の協働推進基本指針に基づ
き、「市民協働支援センター準備室」を開設

その他事務に要する経費 3,770 子育て支援事業の一環として記念品を贈呈

学校運営に要する経費 405,722
削減できた光熱水費の半分を学校に還元する
プログラムの試行に併せ、小・中学校各２校
に電気ガスの使用状況監視モニターを設置

学校施設整備に要する経費 170,879 小・中学校遊具の改修工事を実施

中学校学校給食に要する経費 145,406
給食室の整備としてアレルギー食対応の調理
台、スチームコンベクションオーブン等を導入

青少年育成事業に要する経費 4,098 青少年のための科学の祭典を拡充

放課後子どもプラン事業に
要する経費

8,559
放課後子どもプラン事業の充実を図るた
め、有償スタッフを増員（延べ人数2,863人
→3,091人）

公民館維持管理に要する経費 68,161
緑分館改修工事（省エネルギー対応含む）を
実施

文化財センター維持管理に
要する経費

25,155
文化財センター空調機取替工事（省エネルギ
ー対応）、文化財センター倉庫改修工事を実
施

総合体育館維持管理に要す
る経費

139,049
大規模改修計画の資料として、建物の安全
面・衛生管理の見地から調査・診断を実施

小金井市テニスコート場維
持管理に要する経費

32,524 テニスコートの張替補修工事を実施

事　業　名
金　額

（単位：千円）
概　　　　要

障害者自立支援法移行支援
事業に要する経費

20,994
新体系に移行した施設等の運営等経費の補助
および家賃を補助

小金井市障害者福祉センタ
ー運営に要する経費

162,522
冷暖房機器改修および太陽光温水ソーラーパ
ネル改修工事等を実施

住宅用火災警報器設置事業
に要する経費

1,432
70歳以上のひとり暮らし高齢者または高齢者
のみの世帯に対し、住宅用火災警報器の取付
を実施

介護予防体操に要する経費 1,196
介護予防体操のリーダーを養成し、市内延べ
５か所の会場にて体操を実施

民間保育所助成に要する経
費

499,094
施設の大規模改修、増改築、新設等の施設整
備を補助

新生児・妊産婦訪問指導に
要する経費

4,962 乳児家庭を対象に全戸訪問事業を実施

のびゆくこどもプラン小金
井策定に要する経費

6,656
のびゆくこどもプラン小金井後期分（平成22
～26年度）を策定

保育室・家庭福祉員助成に
要する経費

6,241
待機児童の解消を図るため、家庭福祉員（保
育ママ）を増員（６人→８人）

児童館維持管理に要する経
費

45,674
緑児童館増築工事、本町・東児童館改修工事
を実施

保育園維持管理に要する経
費

126,864
さくら保育園の耐震補強等工事、わかたけ保
育園の駐輪場・駐車場の整備工事を実施

学童保育所維持管理に要す
る経費

204,191
さわらび学童保育所、まえはら学童保育所の
建替工事を実施

子育て応援特別手当支給に
要する経費

46,489
幼児教育期（小学校就学前３年間）の第２子
以降の子に対し、子育て応援特別手当支給事
業を実施

妊婦健康診査に要する経費 60,416
妊婦健診の公費助成を里帰り出産も含め増加
して実施（５回→14回）

健康教育及び食育に要する
経費

1,834 乳幼児食育メールの配信を実施

子宮がん検診に要する経費 27,078
女性特有のがん検診推進事業対象者にがん検
診手帳およびがん検診無料クーポン券を送付

乳がん検診に要する経費 25,573
女性特有のがん検診推進事業対象者にがん検
診手帳およびがん検診無料クーポン券を送付

事　業　名
金　額

（単位：千円）
概　　　　要

企画・調整に要する経費 9,742

第４次基本構想（案）・前期基本計画（案）
の策定に向け、小金井青年会議所とパートナ
ーシップ協定を締結し、市民討議会を開催お
よび長期計画審議会で審議を重ね、市民懇談
会、市民フォーラムを開催

イメージキャラクター広報
活動に要する経費

13,289
イメージキャラクターこきんちゃん広報活用
計画を策定し、一周年記念事業を開催

地域情報化に要する経費 8,978
市ホームページに多言語（英語・中国語・ハ
ングル）表示機能を追加

総合体育館維持管理に要す
る経費・栗山公園健康運動
センター管理に要する経費

216,431
総合体育館、栗山公園健康運動センターに指
定管理者制度を導入

事　業　名
金　額

（単位：千円）
概　　　　要

臨時生活給付金給付に要す
る経費ほか

1,271,217

地球温暖化対策、少子高齢化社会への対応、
安全・安心の実現、その他将来に向けた地域
の実情に応じた地域活性化等に資する事業等
を実施

事　業　名
金　額

（単位：千円）
概　　　　要

鉄道線増立体化整備基金積
立金ほか

337,064 経済危機対策における公共事業を追加実施

※　いずれの金額も千円未満切り上げ

平成21年度の主な事業の概要

特別会計決算状況　　　　　　　（単位：千円）
区　分 当初予算額 補正予算額 最終予算額 歳入決算額 歳出決算額 形式収支

国民健康保険 9,344,488 184,451 9,528,939 8,820,279 8,596,365 223,914
下 水 道 事 業 1,994,202 △ 204,523 1,789,679 1,697,264 1,679,646 17,618
受託水道事業 761,100 △ 13,474 747,626 719,524 719,524 0
老人保健医療 26,602 4,536 31,138 13,919 7,412 6,507
介 護 保 険 5,409,287 125,710 5,534,997 5,388,674 5,306,001 82,673
後期高齢者医療 1,996,990 5,992 2,002,982 1,838,271 1,824,432 13,839
合 計 19,532,669 102,692 19,635,361 18,477,931 18,133,380 344,551

平
成
平
成
2121
年
度
年
度

決
算
の
概
要

決
算
の
概
要

特 
別 
会 
計
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市税負担額と行政サービス費市税負担額と行政サービス費

市税の負担額 市民1人当たり
1世帯当たり

178,328円（上段）
370,651円（下段）

※　図１･図２の人口
は111,820人
世帯数は53,799世帯
（平成22年３月31日現在）

〔図 １〕

その他

都市計画税

市たばこ税

99,124円
206,028円

60,042円
124,795円

3,667円
7,622円

362円
752円

15,133円
31,454円

（軽自動車税など）

固定資産税市民税 民生費

教育費 公債費

議会・総務費

労働・農林水産業・商工費

32,146円
66,815円

13,89413,894円
28,87728,877円
13,894円
28,877円

54,773円
113,844円

32,433円
67,412円

61,904円
128,667円

23,790円
49,446円

5,712円
11,872円

土木費

衛生費

消防費

行政サービス費 市民1人当たり
1世帯当たり

332,960円（上段）
692,049円（下段）〔図２〕

108,308円
225,116円
108,308円
225,116円
108,308円
225,116円

市税 1,000 円の使い道都市計画税の使い道

平成21年度健全化判断比率　（単位：％）
実質
赤字比率

連結実質
赤字比率

実質公債
費比率

将来
負担比率

小 金 井 市 ― ― 6.4 48.8
早期健全化基準 12.33 17.33 25.0 350.0
財政再生基準 20.00 40.00 35.0
※ 　実質赤字額または連結実質赤字額がない場合は、
「―」と表示しています。

平成21年度資金不足比率　　（単位：％）
特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準
下水道事業特別会計 ― 20.0 
※　資金不足額がない場合は、「―」と表示しています。
※ 　資金不足比率は事業規模に対する公営企業の資金
不足額の割合です。

平成21年度健全化判断比率
および資金不足比率

　皆さんから納めていただいた、市民１人当たりおよび１世帯当たりの市税の額と皆さんに還元された額（行政サービ
ス）は、図１・図２のとおりです。（普通会計―地方財政状況調査による）

他市と比較してみると
市民１人当たりの目的別歳出額市民１人当たりの目的別歳出額 市民１人当たりの性質別歳出額市民１人当たりの性質別歳出額 市民１人当たりの市税額市民１人当たりの市税額市民１人当たりの目的別歳出額 市民１人当たりの性質別歳出額 市民１人当たりの市税額

　市民１人当たりの目的別歳出額を類似団体（図
Ａ）や多摩26市（図Ｂ）と比較すると、本市の土木
費、衛生費、総務費および消防費は類似団体および
多摩26市の平均より多くなっています。

　本市の投資的経費は駅周辺の整備等により、人件費
は退職者数が多かったことにより、また補助費等はご
み処理経費等の増大により、類似団体（図Ｃ）や多摩
26市（図Ｄ）平均を上回りました。また、公債費・扶
助費・繰出金は前年度と同様に平均を下回りました。

　市民１人当たりの市税額を類似団体（図Ｅ）や多摩
26市（図Ｆ）と比較すると、本市は個人市民税、都市
計画税が平均より多くなっています。

総務費　104% 
58,875円
56,748円

民生費　89%
108,308円
122,045円

小金井市

多摩類似団体平均
（100％）

衛生費　109%
32,433円
29,796円

土木費　136% 
54,773円
40,203円

消防費　103% 
13,894円
13,518円

小金井市民１人当たりの額
多摩類似団体平均１人当たりの額

332,960円
歳出合計　　　　　　＝96%　

345,038円

教育費　67% 
32,146円
47,693円

公債費　97% 
23,790円
24,474円

その他　83% 
8,741円
10,561円

［図A］多摩類似団体平均との比較

総務費　102% 
58,875円
57,594円

民生費　85% 
108,308円
127,130円

小金井市

多摩26市平均
（100%）

衛生費　106% 
32,433円
30,494円

土木費　158% 
54,773円
34,560円

消防費　110% 
13,894円
12,643円

小金井市民１人当たりの額
多摩26市平均１人当たりの額

332,960円
歳出合計　　　　　　＝98%　

340,896円

教育費　74%
32,146円
43,521円

公債費　98% 
23,790円
24,330円

その他　82% 
8,741円
10,624円

［図B］多摩26市平均との比較

小金井市

多摩類似団体平均
（100％）

公債費　97% 
23,789円
24,474円

補助費等　103% 
50,893円
49,309円

小金井市民１人当たりの額
多摩類似団体平均１人当たりの額

332,960円
歳出合計 　　　　　 ＝96％　

345,038円

繰出金　91% 
30,701円
33,575円

投資的経費 　121% 
46,656円
38,689円

その他　106% 
12,358円
11,627円

扶助費　79% 
50,442円
63,640円

人件費　101%
66,799円
66,066円

物件費　89% 
51,322円
57,658円

［図C］多摩類似団体平均との比較

小金井市

多摩26市平均
（100%）

公債費　98%
23,789円
24,329円

補助費等　101% 
50,893円
50,450円

小金井市民１人当たりの額
多摩26市平均１人当たりの額

332,960円
歳出合計 　　　　　 ＝98%　

340,896円

繰出金　89%
30,701円
34,485円

投資的経費　120% 
46,656円
38,769円

その他　116%
12,358円
10,636円

扶助費　70%
50,442円
71,602円

人件費　111%
66,799円
60,361円

物件費　102%
51,322円
50,264円

［図Ｄ］多摩26市平均との比較

小金井市

多摩類似団体平均
（100％）

都市計画税　106% 
15,133円
14,223円

小金井市民１人当たりの額
多摩類似団体平均１人当たりの額

178,328円
市税合計 　　　　　 ＝94%　

190,076円

その他　28% 
  362円
1,298円

法人市民税　64% 
6,174円
9,655円

個人市民税　109% 
92,950円
85,308円

固定資産税　81% 
60,042円
74,358円

市たばこ税　70% 
3,667円
5,234円

［図Ｅ］多摩類似団体平均との比較

小金井市

多摩26市平均
（100%）

都市計画税　117%
15,133円
12,923円

小金井市民１人当たりの額
多摩26市平均１人当たりの額

178,328円
市税合計 　　　　　 ＝103％　

173,924円

その他　24% 
  362円
1,519円

法人市民税　66% 
6,174円
9,388円

個人市民税　121%
92,950円
76,996円

固定資産税　88%
60,042円
67,999円

市たばこ税　72%
3,667円
5,099円

［図Ｆ］多摩26市平均との比較

（普通会計－地方財政状況調査による）
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＝114＝

37億7,219万6千円
（12.5％）

22億5,300万円
（7.4％）

29億1,214万6千円
（9.6％）

87億7,857万1千円
（29.0％）

85億9,091万1千円
（28.4％）

39億6,023万7千円
（13.1％）

一般土木事業、福祉施設の
建設、社会教育施設事業等

市債現在高302億6,706万1千円
（ ）内は、市債総額に対する比率

323,367.23㎡ 163,751.60㎡

6億3,167万円

6,313万4千円 17億7,303万9千円

68億5,791万6千円

一般会計

予算の執行状況

特別会計

市　債

市有財産

歳入予算額
（）内は、歳入予算総額に対する比率
 　  収入済額
  　　　　　　＝収入率
 　  予算現額

そ の 他
（11.7%）

20億5,927万9千円
50億6,223万7千円

=40.7%

市税
（44.1%）

109億6,191万5千円 
190億5,895万1千円 

 =57.5%

歳入総額
174億2,718万7千円
432億3,130万3千円

＝40.3％

都支出金
（12.7%）

11億3,051万9千円
54億8,891万8千円

=20.6%

国庫支出金
（13.2%）

20億1,726万3千円
57億1,121万7千円
=35.3%  

市債
（13.2%）
0円

57億230万円
=0.0%

地方消費税交付金
（2.3%）

6億537万9千円
10億1,700万円
=59.5%

使用料および手数料
（2.3%）

4億8,777万1千円
9億8,968万円
=49.3%

地方特例交付金
（0.5%） 

1億6,506万1千円 
2億100万円 
=82.1%

民生費
（32.4%） 

63億1,224万8千円 
140億500万8千円

=45.1% 

歳出総額
（）内は、歳出予算総額に対する比率
　   支出済額
　  　　　　　＝執行率
 　  予算現額

歳出総額
145億2,266万1千円
432億3,130万3千円

＝33.6%

総務費
（22.4%） 

18億9,259万5千円
96億8,339万9千円

=19.5%

土木費
（14.6%）

13億7,167万3千円 
63億2,265万3千円 

=21.7%  

衛生費
（9.9%）

14億1,705万3千円
42億7,861万4千円 

=33.1% 

教育費
（8.4%）

14億1,660万3千円
36億4,260万1千円

=38.9%

公債費
（6.4%） 
10億3,426万円
27億5,865万1千円 

=37.5% 

消防費
（3.5%）

7億2,375万6千円 
15億2,246万7千円 

=47.5%

その他
（2.4%）

3億5,447万3千円 
10億1,791万円  
=34.8%

［図A］一般会計執行状況〈歳入〉

［図B］一般会計執行状況〈歳出〉

　　　　　　　　　　　　　　特別会計執行状況 （単位：千円）

区　分 予算現額 収入済額 支出済額収入率（％） 執行率（％）
国 民 健 康 保 険 9,026,435 3,665,616 40.6 3,749,444 41.5
下 水 道 事 業 1,686,924 678,407 40.2 528,496 31.3
受 託 水 道 事 業 859,312 340,620 39.6 202,566 23.6
老 人 保 健 医 療 14,953 7,682 51.4 49 0.3
介 護 保 険 5,854,707 2,613,673 44.6 2,275,624 38.9
後期高齢者医療 2,201,685 899,946 40.9 641,356 29.1

平成22年度　上半期の財政状況平成22年度　上半期の財政状況
　市の財政は、皆さんから納めていただいた税金や国・都からの
補助金などで賄われています。これらがどの仕事に使われている
かを、平成22年度上半期（４月１日～９月30日）における予算の
執行状況を通してお知らせします。
問合先　財政課財政係（☎387－9802）








